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１. 18年 3月期の連結業績 （平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 326,344 0.9 10,649 8.8 9,117 8.6

17年 3月期 323,352 △ 5.4 9,788 22.7 8,396 202.2

  当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当 期 純 利 益

株  主  資  本
当期純利益率

総   資   本
経常利益率

売   上   高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18年 3月期 5,275 20.2  40    02   18    72   12.7 3.3 2.8

17年 3月期 4,387 △ 98.4  33    18   15    55   12.3 2.9 2.6
(注) ①持分法投資損益 18年 3月期  △ 27 百万円 17年 3月期  171 百万円

      ②期中平均株式数（連結）  18年 3月期  普通株式  131,812,619 株 17年 3月期  普通株式  132,231,185 株

優先株式    60,000,000 株 優先株式    60,000,000 株

      ③会計処理の方法の変更 有

      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 3月期 275,649 44,839 16.3 112    74   

17年 3月期 276,232 37,955 13.7 60    27   

(注) 期末発行済株式数（連結）　 18年 3月期  普通株式  131,621,078 株 17年 3月期  普通株式  131,999,164 株

優先株式    60,000,000 株 優先株式    60,000,000 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 　 末 　 残　  高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年 3月期 17,617 4,241 △ 10,966 60,622

17年 3月期 3,838 △ 176 △ 16,412 49,507

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数 10 社   持分法適用非連結子会社数 0 社   持分法適用関連会社数 5 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 0 社  （除外） 1 社    持分法（新規） 0 社  （除外） 0 社

２. 19年 3月期の連結業績予想 （ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 122,000 200 100

通　 期 305,000 6,000 5,000

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）  34円 18銭 

※上記業績予想の前提条件その他関連する事項については、添付資料の 5ページをご参照下さい。
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企業集団の状況

　当社グループは、主として建設事業及びその周辺関連事業を営んでおり、事業に係わる位置づけ等は次のとお
りであります。

  建 設 事 業　　 　当社及び連結子会社である(株)ガイアートＴ・Ｋ、関連会社である笹島建設(株)他が建設
　  　　　　　　　事業を営んでおります。
　  　　　　　　　　また、連結子会社であるテクノス(株)は建設事業の他、建設用資機材の製造販売等を行っ
　  　　　　　　　ております。

  その他の事業　　　連結子会社である(株)ファテックは技術商品の提供事業を営んでおり、当社はその一部の
　　　　　　　　　提供を受けております。　　　　　　
　  　　　　　　　　また、連結子会社である(株)テクニカルサポートは事務代行事業を営んでおり、当社は事
　　　　　　　　　務業務の一部を委託しております。
　　　　　　　　　
　事業の系統図は次のとおりであります。

　　工事施工　　

　 工事施工、
　 建設資機材 　　　サービスの提供他
　 製造販売

　工事施工、
　建設資機材  サービスの提供他
　製造販売

　

　工事施工、
　建設資機材
　製造販売

 　(株)ファテック
　 (株)テクニカルサポート

　サービスの
 　テクノスペース・クリエイツ(株) 　提供他
 　華熊営造股份有限公司
 　タイクマガイカンパニーリミテッド　
 　クマガイグミ(マレーシア)
　　　　　　　　センディリアンベルハッド　
 　ヒーバリミテッド

 主要な関連会社  ※持分法を適用している。
　 笹島建設(株)
 　共栄機械工事(株)
 　(株)前田工務店
 　石田工業(株)
 　ジオスター(株)

得　　　　　　　　意　　　　　　　　先

建　　設　　事　　業

当　　　　　社

建　設　事　業 そ　の　他　の　事　業

 連結子会社（8社）
   (株)ガイアートＴ・Ｋ
   テクノス(株)
 　ケーアンドイー(株)

 連結子会社（2社）

－１－
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経営方針

１．経営の基本方針
当社グループは、「建設を核とした事業活動を通して、国内外において自然との調和のとれた人間
活動の場を構築し、優れた総合力を発揮して社会に貢献する企業集団を目指す。」ことを経営理念に
定めております。日常の行動としては、全役職員が徹底的に顧客志向の企業活動を行うこととし、
「お客様に感動を」のスローガンのもと、安全においては災害ゼロ、品質においては瑕疵ゼロ、
そして環境に配慮した企業活動の徹底を図り、｢安全・品質・環境 Ｎｏ.１」の熊谷組ブランドの確
立を経営上の最重要課題として位置付けております。また、広く社会に対し必要な企業情報を適時性
をもって開示し「開かれた企業」を確立することによって、顧客、株主をはじめとした関係各位から

　の信頼獲得に努めております。

２．利益配分に関する基本方針
利益配分につきましては、経営基盤の強化並びに事業収益拡大のために内部留保の充実を図るとと
もに、当期業績や中長期の業績見通し、経営環境等を勘案し、株主の皆様へ適正かつ安定的に利益還

　元することを経営上の基本政策としております。
なお、現状、配当は見送らせていただいておりますが、「経営構造改革３ヵ年計画」が所定の成果
を上げ、次期以降の一定の利益を確保できる体制が整ったことなどから、来期復配の方針といたしま

　した。
　　また、配当を行う場合は、事業年度末日を基準日とした、年１回の実施を予定しております。

３．中長期的な経営戦略並びに対処すべき課題
当社は平成15年4月に「経営構造改革３ヵ年計画」を策定し、建設本業に専念するため、不動産事

　業を会社分割するなど、徹底的な経営改革に取り組んでまいりました。
当事業年度は計画最終年度でありましたが、建設事業に特化した当社は、マーケットが縮小する中
においても安定した収益を創出できる経営基盤の構築、いわゆる「量より質」を重視する経営への転

　換により、主要な業績計画値をすべて達成し計画を完了することができました。　

「経営構造改革３ヵ年計画」の完了に伴い、当社はこれまでの「再建の過程」から「社会に評価され
持続的成長を果たしていく過程」へと移行を開始いたしましたが、今後も引き続き、50年後、100年後
の世代にも評価される「堂々とした誠実なものづくり」を一貫して追求してまいります。併せて、技
術力を高め、財務面及び人的資源の充実を図りながら企業力を向上させることにより、持続的成長の
ための強固な収益基盤を築いてまいります。また､「法の完全遵守」を一層徹底し、広く社会から信頼

　されるよう努めてまいります。
国内土木事業については、公共工事において増加しつつある技術提案型の発注方式に対し、本社技
術スタッフと支店の連携を強化して質の高い技術提案を行うことに加え、土木リニューアルやモバイ
ル事業（携帯電話の無線基地局建設）などの新市場開拓に注力し、縮小傾向にある市場に迅速に対応

　してまいります。

「経営構造改革３ヵ年計画」当社個別業績計画及び実績 （単位：億円）

計画 実績 計画 実績 計画 実績
 受注高 2,065 2,307 1,980 2,217 1,950 2,330
 売上高 3,393 2,757 2,342 2,492 2,162 2,655
 売上総利益 220 220 187 209 189 220
（同率） (6.5%) (8.0%) (8.0%) (8.4%) (8.7%) (8.3%)

 販管費 165 147 128 128 105 123
（同率） (4.9%) (5.4%) (5.5%) (5.1%) (4.8%) (4.6%)

 営業利益 55 72 59 81 84 97
（同率） (1.6%) (2.6%) (2.5%) (3.3%) (3.9%) (3.7%)

 経常利益 11 32 39 66 66 80
（同率） (0.3%) (1.2%) (1.7%) (2.7%) (3.1%) (3.0%)

 有利子負債 846 811 764 651 683 582

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

－２－
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国内建築事業については、主軸である従来型建築事業の企画提案力、技術営業力及びアフターケア
を強化し顧客満足を徹底的に追求するとともに、これまでの豊富な施工実績をベースに「建物再生」
の切り口で需要を掘り起こす提案型維持再生事業、フィー収益や事業参画型の工事受注の獲得を目指

　す新ニーズ型事業への取り組みにより、事業基盤を強化してまいります。
海外事業については、営業基盤が確立している地域を中心に、より営業深度を深め、さらなる収益

　力の強化を図ってまいります。
また、舗装、建築リニューアル、建設資機材製造、環境事業及び技術外販等のグループ会社間の連

　携を強化し、連結業績の向上につなげてまいります。
なお、優先株式への対応につきましては、現在保有されている金融機関様と継続的に協議を行い、

　最も効果的な潜在株式の縮減方法を検討してまいります。

４．親会社等に関する事項
　　該当事項はありません。

－３－
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経営成績及び財政状態

１．経営成績
（１）当連結会計年度の概況

（２）当連結会計年度の主な受注工事
　 〔土　木〕

農 林 水 産 省 九頭竜川下流(二期)農業水利事業　芝原２号用水路その１６建設工事
独立行政法人鉄道建設・運輸
施 設 整 備 支 援 機 構 東北幹、上北Ｔ他

北勢沿岸流域下水道(北部処理区)北部浄化センターＢ－１系水処
理施設(土木・建築)建設工事

九 廣 鐡 路 公 司 ＫＣＲＣサザンリンク地下鉄工事
   〔建　築〕

株 式 会 社 飯 田 産 業 (仮称)センチュリーみらい平新築工事
ＭＩ Ｄ 都 市開 発株 式会 社・
三井不動産株式会社・住友不動産
株式会社・パナホーム株式会社

タイムズ・ピース・スクエア新築工事

株 式 会 社 平 和 堂 (仮称)アル・プラザ鶴見改築工事
社会福祉法人南東北福祉事業団 (仮称)江古田の森保健福祉施設新築工事

（注）すべて当社の受注工事である。

（３）当連結会計年度の主な完成工事
　 〔土　木〕

東 京 電 力 株 式 会 社 神流川発電所新設工事(Ⅰ期)のうち土木工事(導水路工区)
デ リ ー メ ト ロ 鉄 道 公 社 デリー高速輸送システム(地下鉄)ＭＣ１Ａ工区
石 川 県 大聖寺川総合開発事業　九谷ダム建設工事
大 阪 府 道 路 公 社 箕面有料道路山岳トンネル築造工事(南工区)

   〔建　築〕
台北金融大樓股份有限公司 台北国際金融センター建設工事 ※
三井不動産株式会社・相鉄不動産
株式会社・新日石不動産株式会社 (仮称)ニューシティ東戸塚中央街区Ａ棟新築工事

万 葉 倶 楽 部 株 式 会 社 (仮称)横浜みなとみらい万葉倶楽部新築工事
学 校 法 人 愛 知 学 院 愛知学院大学楠元学舎薬学部棟新築工事

（注）※は当社及び子会社の完成工事である。その他は、当社の完成工事である。

　　い兆しが見えました。

三 重 県

ことにより、営業利益は同8.8％増の106億円、経常利益は同8.6％増の91億円となりました。
また、当期純利益につきましては、貸倒引当金繰入額20億円、子会社における減損損失11億円

　　等の特別損失計上もありましたが、同20.2％増の52億円となりました。

このような状況のもとで、当社グループの当連結会計年度における業績は、売上高は、建設受
注が順調であったことなどから、前連結会計年度比0.9％増の3,263億円と、再建の過程で会社
分割するなど事業規模を縮小してきた当社グループにおいて、8期ぶりの増収となりました。
利益につきましては、効率的経営を推進するなか、販売費及び一般管理費をさらに削減した

資が増加し、マンション等の住宅投資も高水準に推移したため、受注環境は厳しいながらも明る

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業部門における収益の改善及び生産設備の過剰感減
少などを背景に設備投資が拡大するとともに、新規求人数の増加及び賃金環境の持ち直しなどの

　　雇用情勢改善により個人消費も増加するなど、景気は着実に回復を続けました。
建設業界におきましては、公共投資は引き続き減少しましたが、工場、店舗等の企業の設備投

－４－
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（４）次期の見通し
今後のわが国経済は、原油価格高騰と長期金利の上昇の影響が懸念されますが、企業収益回復に
基因した設備投資と個人消費の拡大により、民間需要を中心とした景気の安定的な成長が期待され

　　ます。
建設業界におきましては、設備投資が増加し、住宅投資も雇用、所得環境の改善の影響を受けて
堅調に推移すると考えられますが、公共投資の減少基調と建設会社数の供給過剰の構図は変わって

　　おらず、受注競争が一層激化するなど、依然として厳しい状況が続くと予想されます。
これらを踏まえ、平成19年3月期の連結業績につきましては、売上高3,050億円（当連結会計年度

比6.5％減)、経常利益60億円（同34.2％減)、当期純利益50億円（同5.2％減）を見込んでおります。
当社個別の業績につきましては、受注高2,350億円（当事業年度比0.8％増）、売上高2,450億円

(同7.7％減)、経常利益50億円(同38.1％減)、当期純利益45億円(同2.9％増)を見込んでおります。
また、配当金につきましては、「経営構造改革３ヵ年計画」が所定の成果を上げ、次期以降の一
定の利益を確保できる体制が整ったことなどから、1株当たり年1円50銭の復配を予定しておりま

　　す。なお、優先株式への優先配当金は、１株当たり 8円35銭となります。

２．財政状態
（１）当連結会計年度の概況

当連結会計年度における総資産は、前連結会計年度に比べ5億円（前連結会計年度末比0.2％）減
少し、2,756億円となりました。完成工事未収入金の回収等により現金預金が110億円増加し、受取

　　手形・完成工事未収入金等が 95億円減少しております。
負債は、前連結会計年度に比べ73億円（同3.1％）減少し、2,294億円となりました。有利子負債

　　108億円の減少が主な要因であります｡
少数株主持分は､子会社の損失計上により前連結会計年度に比べ１億円（同9.0％）減少しました。
資本は、当期純利益の計上により利益剰余金が52億円増加したことなどにより、前連結会計年度
に比べ68億円（同18.1％）増加し、448億円となりました。この結果、株主資本比率は16.3％と同

　　2.6ポイント向上しております。
連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、工事金の回

収が順調に推移したこと等により、176億円のプラス（前連結会計年度は38億円のプラス）となり
　　ました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社における土地の売却や上場株式の売却、また、
長期事業貸付金の回収等の収入が寄与し、42億円のプラス（前連結会計年度は1億円のマイナス）

　　となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、「経営構造改革３ヵ年計画」の有利子負債削減計画を
前連結会計年度において前倒しで達成しておりましたが、当連結会計年度の収入状況により上乗
せ返済を実行したこと、及び子会社における借入金の早期返済等により、109億円のマイナス（前

    連結会計年度は 164億円のマイナス）となりました。
為替換算及び連結範囲変更による増減を含め、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は

前連結会計年度末に比べ､111億円増加し､606億円（前連結会計年度末比22.4％増）となりました。

（２）キャッシュ・フロー指標の推移

  　　 株主資本比率：株主資本／総資産
       時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産
       債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
       インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
      （注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
            ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。
            ３．営業キャッシュ・フローについては連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・
　 　      　 フローを使用しており、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して
 　　　　     おります。

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

　株主資本比率   　 　 11.1％  　　   13.7％  　　   16.3％

　時価ベースの株主資本比率  　    　 8.6％ 　 　 　14.7％ 　 　 　23.2％

　債務償還年数  　  　   6.8年  　  　 18.3年  　  　  3.4年

　インタレスト・カバレッジ・レシオ  　  　   2.9倍  　  　   1.9倍 　  　  10.7倍
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３．事業等のリスク
    投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において、当社グループ
　が判断したものであります。
（１）海外における事業展開について

当社は、昭和30年代より海外に進出し、香港、オーストラリアにおける海底トンネルなどの大型
プロジェクトをはじめ、世界各国で数多くの施工実績を残しております。当連結会計年度も世界一
の超高層ビルとなる台北国際金融センターを完成させるなど、東南アジア諸国を中心に建設事業を
展開しておりますが、海外における事業には、その国の経済や政情等において予期せぬ事象が発生

　　するリスクが内在しており、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

（２）為替レートの変動リスクについて
当社グループの海外事業は、東南アジア諸国を中心に数カ国に亘っており、事業拠点の現地通貨
の他、米ドル等による外貨建取引を行っております。為替レートは、現地での外貨建取引及び外貨
建の資産、負債、収益、費用を当社で円換算する場合に関係し、当該為替レートの変動の状況によ

　　っては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（３）金利変動リスクについて
当社グループは金融機関等からの借入に対し、必要に応じて金利スワップ取引等により、金利変
動リスクの低減に努めております。しかしながら、金利水準の急激な上昇など、将来の金利情勢は

　　当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（４）法的規制について
当社及び連結子会社の一部は建設事業の運営に際し、建設業法、建設リサイクル法等の法律によ
り規制を受けております。現時点では、事業運営に支障をきたすような法的規制はありませんが、
これらの法規制が強化された場合等には、適宜対応が必要となります。また、環境基準等において
もＩＳＯ14001の認証を取得するなど、環境管理体制に万全を期しておりますが、万が一、施工し
た施設等に環境汚染等不測の事態が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

　　があります。

（５）建設市場の動向について
当社グループは、建設市場が持続的に縮減する現環境下においても、安定した収益を創出、維持
できる経営基盤の確立に努めております。しかしながら、予期せぬ事象等により市場が急激に縮減

　　した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（６）建設事業における自然条件の影響について
建設事業において、地質や地盤の状況、天候等の自然条件が工事施工に影響を及ぼす可能性があ
り、場合によっては、工事遅延や不測の費用が発生する畏れがあります。事前調査、工程管理等を
徹底しこれらに対応しておりますが、自然環境面での予期せぬ事象等により工事収益が圧迫される

　　可能性は残っております。

（７）建設事業における労働災害、事故の影響について
当社は、工事施工にあたって、早くから安全衛生マネジメントシステムを確立し、労働災害、事

故の根絶に努めており、安全成績において業界平均を大きく上回る実績を継続してあげております。
万が一、労働災害、事故が発生した場合、補償等に要する費用面での負担は各種保険により軽減
されるものの、重大な労働災害、事故は、信用の失墜につながり、関係諸官庁等から工事入札の指

　　名停止となるなど、当社グループの業績に影響を受ける可能性があります。
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連結貸借対照表（資産の部）
(単位：百万円）

　 　　　  　 期　　　別 当連結会計年度 前連結会計年度
（ 平成18年３月31日 ） （ 平成17年３月31日 ）

科　　　目 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額

（ 資     産    の     部 ） % %

 流　動　資　産 220,776 80.1 217,533 78.7 3,243 

現 金 預 金 60,687 49,622 11,065 

受取手形・完成工事未収入金等 115,903 125,441 △ 9,538 

未 成 工 事 支 出 金 15,606 14,304 1,302 

繰 延 税 金 資 産 3,634 3,927 △ 292 

未 収 入 金 23,010 21,187 1,822 

そ の 他 流 動 資 産 3,121 4,778 △ 1,657 

貸 倒 引 当 金 △ 1,186 △ 1,728 541 

 固　定　資　産 54,872 19.9 58,699 21.3 △ 3,826 

　有 形 固 定 資 産 15,365 17,216 △ 1,851 

建 物 ・ 構 築 物 3,497 4,000 △ 503 

機械・運搬具・工具器具・備品 1,441 1,785 △ 343 

土 地 10,405 11,429 △ 1,024 

建 設 仮 勘 定 20 － 20 

　無 形 固 定 資 産 1,071 839 231 

　投 資 そ の 他 の 資 産 38,436 40,643 △ 2,207 

投 資 有 価 証 券 22,052 21,141 911 

長 期 貸 付 金 1,200 2,190 △ 989 

長 期 営 業 外 未 収 入 金 5,016 2,631 2,385 

破 産 債 権 、 更 生 債 権 等 1,613 1,198 415 

繰 延 税 金 資 産 8,174 9,244 △ 1,070 

そ の 他 投 資 等 6,571 8,373 △ 1,802 

貸 倒 引 当 金 △ 6,192 △ 4,135 △ 2,056 

資  　　 産 　　  合 　　  計 275,649   100 276,232   100 △ 583 

比　較　増　減
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連結貸借対照表（負債・少数株主持分・資本の部）
(単位：百万円）

　 　　　  　 期　　　別 当連結会計年度 前連結会計年度
（ 平成18年３月31日 ） （ 平成17年３月31日 ）

科　　　目 金      額 構成比 金      額 構成比 金      額

（ 負     債    の     部 ） % %

 流　動　負　債 193,986 70.3 160,324 58.1 33,661 

支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 107,283 111,788 △ 4,504 

短 期 借 入 金 39,521 7,731 31,789 

未 払 法 人 税 等 727 1,041 △ 314 

未 成 工 事 受 入 金 15,983 13,231 2,751 

預 り 金 19,908 17,169 2,738 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 689 519 170 

工 事 損 失 引 当 金 254 － 254 

そ の 他 流 動 負 債 9,619 8,842 776 

 固　定　負　債 35,493 12.9 76,491 27.7 △ 40,997 

長 期 借 入 金 20,016 62,615 △ 42,599 

退 職 給 付 引 当 金 15,279 13,560 1,718 

そ の 他 固 定 負 債 197 315 △ 117 

  負     債     合     計 229,479 83.2 236,816 85.8 △ 7,336 

（ 少  数  株  主  持  分 ）

 少 数 株 主 持 分 1,330 0.5 1,461 0.5 △ 131 

（ 資     本    の     部 ）

 資　　本　　金 13,341 4.8 13,341 4.8 － 

 資 本 剰 余 金 9,926 3.6 9,926 3.6 － 

 利 益 剰 余 金 18,043 6.6 12,768 4.6 5,275 

 その他有価証券評価差額金 3,901 1.4 2,211 0.8 1,690 

 為替換算調整勘定 64 0.0 △ 41 △ 0.0 105 

 自  己  株  式 △ 438 △ 0.1 △ 250 △ 0.1 △ 187 

  資     本     合     計 44,839 16.3 37,955 13.7 6,883 

負債、少数株主持分及び資本合計 275,649   100 276,232   100 △ 583 

比　較　増　減
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連結損益計算書
（単位：百万円）

　　　　　  期　　　別 当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日 比　較　増　減
至 平成18年３月31日 至 平成17年３月31日

科　　　目 金   　額 百分比 金   　額 百分比 金   　額 増減率
% % %

 売　　上　　高 326,344   100 323,352   100 2,991 0.9 

 売  上  原  価 299,727 91.8 296,722 91.8 3,005 1.0 

 売 上 総 利 益 26,616 8.2 26,630 8.2 △ 13 △ 0.1 

 販売費及び一般管理費 15,967 4.9 16,842 5.2 △ 874 △ 5.2 

営 業 利 益 10,649 3.3 9,788 3.0 860 8.8 

 営 業 外 収 益 1,036 0.3 1,143 0.4 △ 106 △ 9.3 

受 取 利 息 359 259 99 

受 取 配 当 金 282 220 61 

為 替 差 益 252 226 25 

持 分 法 投 資 利 益 － 171 △ 171 

そ の 他 営 業 外 収 益 142 264 △ 121 

 営 業 外 費 用 2,567 0.8 2,535 0.8 32 1.3 

支 払 利 息 1,657 2,042 △ 385 

そ の 他 営 業 外 費 用 910 492 418 

経 常 利 益 9,117 2.8 8,396 2.6 721 8.6 

 特  　別  　利  　益 2,338 0.7 3,000 0.9 △ 662 △ 22.1 

前 期 損 益 修 正 益 732 2,445 △ 1,712 

固 定 資 産 売 却 益 760 243 516 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 675 231 444 

そ の 他 特 別 利 益 170 80 89 

 特  　別 　 損  　失 5,181 1.6 5,592 1.7 △ 411 △ 7.4 

前 期 損 益 修 正 損 375 1,866 △ 1,491 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,058 2,034 24 

減 損 損 失 1,120 － 1,120 

賃 貸 借 契 約 解 約 損 1,105 － 1,105 

そ の 他 特 別 損 失 522 1,691 △ 1,168 

税金等調整前当期純利益 6,275 1.9 5,804 1.8 470 8.1 

法人税、住民税及び事業税 755 0.2 972 0.3 △ 216 

法 人 税 等 調 整 額 334 0.1 369 0.1 △ 35 

少 数 株 主 利 益 △  89 △  0.0 74 0.0 △ 164 

当 期 純 利 益 5,275 1.6 4,387 1.4 887 20.2 
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連結剰余金計算書
（単位:百万円）

期　　別　　　 当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日
至 平成18年３月31日 至 平成17年３月31日

　　　科　　目 金　    　額 金　    　額

 資本剰余金期首残高 9,926 9,926

 資本剰余金期末残高 9,926 9,926

 利益剰余金期首残高 12,768 8,492

 利益剰余金増加高 

当 期 純 利 益 5,275 5,275 4,387 4,387

 利益剰余金減少高 

役 員 賞 与 金 － 0

そ の 他 減 少 高 － － 111 111

 利益剰余金期末残高 18,043 12,768

（資 本 剰 余 金 の 部）

（利 益 剰 余 金 の 部）
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連結キャッシュ・フロー計算書
（単位:百万円）

期　　別　　　　　　 当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日
至 平成18年３月31日 至 平成17年３月31日

　　　　　科　　目 金　    　額 金　    　額

 Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ・ 損 失 （ △ ） 6,275 5,804
減 価 償 却 費 934 1,275
減 損 損 失 1,120 －
貸 倒 引 当 金 の 増 加・減 少 （△） 額 1,480 152
退職給付（給与）引当金の増加・減少（△）額 1,715 △ 131
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 641 △ 480
支 払 利 息 1,657 2,042
為 替 差 損 ・ 益 （ △ ） △ 215 △ 218
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 ・ 利 益 （ △ ） 27 △ 171
有 価 証 券 及 び 投 資 有 価 証 券 評 価 損 17 20
有価証券及び投資有価証券売却損・益（△） △ 675 △ 153
固 定 資 産 除 却 損 72 183
固 定 資 産 評 価 損 35 8
固 定 資 産 売 却 損 ・ 益 （ △ ） △ 732 123
売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 9,506 8,080
未 成 工 事 支 出 金 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額 △ 1,301 1,375
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 4,485 △ 3,195
未 成 工 事 受 入 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 2,742 △ 6,892
そ の 他 債 権 等 の 減 少 ・ 増 加（△）額 △ 1,213 2,917
そ の 他 3,213 △ 5,065

小                  計 19,531 5,676
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 664 466
利 息 の 支 払 額 △ 1,649 △ 1,979
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 928 △ 325
    営業活動によるキャッシュ・フロー 17,617 3,838

 Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 375 △ 832
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 1,310 125
連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 － 39
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 245 △ 68
有価証券及び投資有価証券の売却による収入 2,669 518
貸 付 に よ る 支 出 △ 221 △ 1,115
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 1,281 755
そ の 他 △ 177 400
    投資活動によるキャッシュ・フロー 4,241 △ 176

 Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 純 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 1,585 36
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 9,224 △ 16,335
そ の 他 △ 156 △ 113
    財務活動によるキャッシュ・フロー △ 10,966 △ 16,412

 Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 296 152
 Ⅴ．現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 11,189 △ 12,598
 Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 49,507 61,442
 Ⅶ．連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 △ 75 663
 Ⅷ．現金及び現金同等物期末残高 60,622 49,507
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〔 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 〕

 １．連結の範囲に関する事項
    (1) 連結子会社
　      連結子会社数 10社
        連結子会社名は、「企業集団の状況」に記載のとおり。
        なお、(株)ｹｲｴﾇ･ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞについては保有株式を売却し有効な支配従属関係が存在しないこととなったため、当連結会計年
      度より連結子会社から除外した。
    (2) 非連結子会社
　      主要な非連結子会社名
      　　(株)上越ｼﾋﾞｯｸｻｰﾋﾞｽ
      　非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
      に見合う額）等が、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外している。
 ２．持分法の適用に関する事項
　　(1) 持分法適用の関連会社
　　　　持分法適用の関連会社数 5社　　　　　　　 
　　　　持分法適用の関連会社名は、「企業集団の状況」に記載のとおり。
　　(2) 持分法非適用の非連結子会社及び関連会社　　　　　　
　　　① 持分法非適用の主要な非連結子会社名
   　　　　(株)上越ｼﾋﾞｯｸｻｰﾋﾞｽ
　　　② 持分法非適用の主要な関連会社名
   　　　　ｼｰｲｰｴﾇｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株) 
      　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
      重要性がないため、持分法の適用から除外している。
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項
   　華熊営造股份有限公司、ｸﾏｶﾞｲｸﾞﾐ(ﾏﾚｰｼｱ)ｾﾝﾃﾞｨﾘｱﾝﾍﾞﾙﾊｯﾄﾞ及びﾀｲｸﾏｶﾞｲｶﾝﾊﾟﾆｰﾘﾐﾃｯﾄﾞの決算日は、12月31日である。
　   連結財務諸表作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用している。ただし、1月1日から連結決算日3月31日までの期間
   に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っている。
     上記以外の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致している。
 ４．会計処理基準に関する事項
    (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法　
      ① 有価証券のうち、その他有価証券の時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本
 　　　直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算定)、時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっている。
　　　② デリバティブの評価は、時価法によっている。
　　　③ 未成工事支出金の評価は、個別法による原価法、材料貯蔵品は移動平均法による原価法によっている。
　  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　① 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方
　　 　法と同一の基準によっている。
　　　② 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
　　 　能期間（5年）に基づく定額法を採用している。
 　 (3) 重要な引当金の計上基準
      ① 貸倒引当金は、債権の貸倒損失に備えるため、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率により計算した
       金額のほか、貸倒懸念債権等については個別に債権を評価して回収不能見込額を計上している。
      ② 完成工事補償引当金は、完成工事に係る瑕疵担保の費用にあてるため、過去の一定期間における実績率により計算した金額
       を計上している。
      ③ 工事損失引当金は、受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事のうち損失の発生が見込
   　　まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることが出来る工事について、損失見込額を計上している｡
      ④ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
       き計上している。
    　　 なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理しており、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤
       務期間以内の一定の年数（5～9年）による定額法により費用処理している。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発
       生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5～9年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理する
　　　 こととしている。
  　(4) 重要なリース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
　　　係る方法に準じた会計処理によっている。
 　 (5) ヘッジ会計の方法
　 　 ① ヘッジ会計の方法は、主として繰延ヘッジ処理を採用している。
 　　 ② ヘッジ手段は、金利スワップ取引、ヘッジ対象は、市場金利等の変動によりキャッシュ・フローが変動するもの（変動金利
　  　 の借入金）としている。
　 　 ③ ヘッジ方針は、当社の内部規定である「デリバティブ取引取扱規程」に基づき、金利変動リスクをヘッジすることを目的と
　　 　している。 　 
 　　 ④ ヘッジ有効性評価の方法は､ヘッジ手段とヘッジ対象について有効性判定期間における金利変動を比較し評価を行っている｡
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    (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
    　① 完成工事高の計上基準
　  　   完成工事高の計上基準は、原則として工事進行基準を適用している。但し、工期が１年未満の工事については工事完成基準
       によっている。
      ② 消費税等の会計処理
　    　 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。
 ５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
 　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能
　 であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

〔 会計処理の変更 〕

（固定資産の減損に係る会計基準）
    当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企業会計審議
  会　平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第6号　平成15年10月31日）を
  適用している。これにより税金等調整前当期純利益は 1,120百万円減少している。
    なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。

〔 注記事項 〕

（連結貸借対照表関係）

 １．有形固定資産の減価償却累計額 23,331百万円 25,458百万円

 ２．投資有価証券のうち非連結子会社及び関連会社分 4,620百万円 4,476百万円

 ３．担保に供している資産

土 地 他 19,319百万円 22,352百万円

 ４．連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する 2,025千株 1,647千株

 　　自己株式の数

 ５．１株当たり純資産額 112円74銭 60円27銭

 ６．保証債務額 2,896百万円 641百万円

 ７．受取手形裏書譲渡高 134百万円 8百万円

（連結損益計算書関係）

 １．工事進行基準による完成工事高 177,475百万円 154,888百万円

 ２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

従 業 員 給 料 手 当 6,110百万円 6,462百万円

　　　　　退職給付引当金繰入額 1,003百万円 874百万円

　　　　　貸倒引当金繰入額 0百万円 76百万円

 ３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 1,423百万円 1,450百万円

 ４．１株当たり当期純損益金額等

　　 １株当たり当期純利益 40円02銭 33円18銭

5,275百万円 4,387百万円

－ －

5,275百万円 4,387百万円

131,812千株 132,231千株

     潜在株式調整後１株当たり当期純利益 18円72銭 15円55銭

－ －

150,000千株 150,000千株

－ －

当連結会計年度 前連結会計年度

当連結会計年度 前連結会計年度

当 期 純 利 益 調 整 額
普 通 株 式 増 加 数
（ 第 １ 種 優 先 株 式 ）
希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要

普通株式に係る当期純利益

普通株式の期中平均株式数

（当該金額の算定上の基礎）

普 通 株 式

（当該金額の算定上の基礎）

当 期 純 利 益

普通株主に帰属しない金額
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 ５．減損損失
　　 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上した。

件  　数
6件
15件

　　 当社グループは、遊休資産及び処分予定資産は個別の物件毎に、その他の資産は管理会計上の事業区分に基づく支店等の単位を
 　最小単位とし、また本社等の全事業資産を共用資産としてグルーピングしている。
     遊休資産及び処分予定資産において、著しい地価の下落により帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（
   1,120百万円）として特別損失に計上した。その内訳は、遊休資産510百万円（土地484百万円、建物・構築物26百万円）、処分予
　 定資産609百万円（土地324百万円、建物・構築物209百万円、その他75百万円）である。
　　 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定している。正味売却価額は、売却等の事例に基づく実勢価額及び固定
   資産税評価額に基づき算定している。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

  照表に記載されている科目の金額との関係

60,687百万円 49,622百万円

△　   65百万円 △　  114百万円

60,622百万円 49,507百万円

〔 セグメント情報 〕

 １．事業の種類別セグメント情報
 　  当連結会計年度（平成17年4月1日～平成18年3月31日）及び前連結会計年度（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
 　  全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超
   えているため、記載を省略した。

 ２．所在地別セグメント情報
 　  当連結会計年度（平成17年4月1日～平成18年3月31日）及び前連結会計年度（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
 　　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているた
 　め、記載を省略した。

 ３．海外売上高
　 　当連結会計年度（平成17年4月1日～平成18年3月31日）
 　　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略した。

     
　 　前連結会計年度（平成16年4月1日～平成17年3月31日） (単位：百万円) 

オセアニア 計 　

Ⅰ 海外売上高 3,854 36,344

Ⅱ 連結売上高 323,352

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％)   1.2 11.2 

(注) 1．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。
     2．国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域
     (1) 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。
　   (2) 各区分に属する主な国または地域  ① ｱ ｼﾞｱ･････香港､台湾
 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　② ｵｾｱﾆｱ･････豪州
 　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

 兵庫県他
 神奈川県他

32,489

10.0 

アジア

用　　途
 遊休資産
 処分予定資産

種　　類
土地及び建物等
土地及び建物等

場　　所

現 金 預 金 勘 定
預入期間が 3ヵ月を
超 え る 定 期 預 金

現金及び現金同等物

前連結会計年度当連結会計年度
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〔 リース取引 〕

　 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略している。　

〔 関連当事者との取引 〕

　 親会社及び法人主要株主等

 （取引条件及び取引条件の決定方針等）
   和解金額については、裁判所による調停手続に基づき合意した金額である。

〔 税効果会計 〕

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 　当連結会計年度 　 　前連結会計年度
       繰延税金資産        繰延税金資産

退 職 給 付 引 当 金 6,155百万円 退 職 給 付 引 当 金 5,340百万円
未 払 金 等 939百万円 未 払 金 等 1,237百万円
有 形 固 定 資 産 評 価 損 1,013百万円 有 形 固 定 資 産 評 価 損 1,522百万円
会 員 権 等 評 価 損 1,584百万円 会 員 権 等 評 価 損 1,691百万円
関係会社株式等評価減 1,379百万円 関係会社株式等評価減 1,336百万円
繰 越 欠 損 金 97,666百万円 繰 越 欠 損 金 98,957百万円
未 実 現 損 益 1,074百万円 その他有価証券評価差額金 231百万円
そ の 他 3,519百万円 未 実 現 損 益 1,084百万円

       繰延税金資産小計 113,334百万円 そ の 他 4,238百万円
       評価性引当額 △ 98,788百万円        繰延税金資産小計 115,641百万円
       繰延税金資産合計 14,545百万円        評価性引当額 △ 100,720百万円

       繰延税金資産合計 14,921百万円
       繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △　 2,565百万円        繰延税金負債
そ の 他 △　　 171百万円 その他有価証券評価差額金 △　 1,537百万円

       繰延税金負債合計 △　 2,736百万円 そ の 他 △　　 212百万円
       繰延税金負債合計 △　 1,750百万円

       繰延税金資産の純額 11,808百万円
       繰延税金資産の純額 13,171百万円

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　 　当連結会計年度 　 　前連結会計年度
       法定実効税率 40.7％        法定実効税率 40.7％
       （調整）        （調整）

永久に損益に算入されない項目 6.8％ 永久に損益に算入されない項目 6.6％
住民税均等割等 8.8％ 住民税均等割等 6.7％
評価性引当額 △　39.1％ 評価性引当額 △　30.9％

　 　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.2％ 　 　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.1％

関係内容

役員の兼任等

法　　人
主要株主

土地興業㈱
東京都
新宿区

  1,920 不動産・
保険代理業

(被所有)
直接11.1

当社出身１人
不動産賃借、
保険代理取
引等

不動産賃貸
借契約解除
に伴う和解金

  1,100 特別
損失

    －

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

取引の内容属 性
会社等の
名　　称

住 所
資本金

(百万円)
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)事業上の関係
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〔 有価証券 〕

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

(1) 連結貸借対照表計上額が取得
　　原価を超えるもの

　　　株式

　　　債券

　　　　国債・地方債等

小　　　　　計

(2) 連結貸借対照表計上額が取得
　　原価を超えないもの

　　　株式

　　　債券

　　　　国債・地方債等

小　　　　　計

合　　　　　計

(注) 前連結会計年度に20百万円、当連結会計年度に17百万円減損処理を行っている。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

 売    却    額

 売却益の合計額

 売却損の合計額

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

種　　　　類

 その他有価証券

　 非上場株式

４．その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額
（単位：百万円）

 債券

 　国債・地方債等

〔 デリバティブ取引 〕

　 当連結会計年度（平成17年4月1日～平成18年3月31日）
   連結会計年度末では、デリバティブ取引はないので、該当事項はない。

   前連結会計年度（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
   当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はない。

－ －

種　　　　類

前連結会計年度
（平成17年3月31日）

取得原価 連結貸借対
照表計上額 差　　額 取得原価 連結貸借対

照表計上額 差　　額

当連結会計年度
（平成18年3月31日）

前連結会計年度
（自平成16年4月1日　至平成17年3月31日）

493

231

2,599

672

△ 679 

－ 0

4,412

9

3,306

前連結会計年度
（平成17年3月31日）

3,667

－ 

当連結会計年度
（平成18年3月31日）

－

△ 679 5,983 5,304

372          372          －

13,612 6,273

－ － －

当連結会計年度
（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）

89

2,908

89

7,321

－

7,338

－

13,612

7,338

10 年 超
種　　　　類

3,733

1 年以内

当連結会計年度
（平成18年3月31日）

前連結会計年度
（平成17年3月31日）

1 年 超
5年以内

5 年 超
10年以内 10 年 超 1年以内

13,612 6,273 2,818

5 年 超
10年以内

1 年 超
5年以内

6,356 5,677

9,265 12,9986,273

452     

7,231 4,4127,338

9       － －

－ － －

－ － － －
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〔 退職給付 〕

 当連結会計年度
 １．採用している退職給付制度の概要
　　 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。
　　 子会社である(株)ガイアートＴ・Ｋについては、昭和63年4月1日より、退職金の一部について適格退職年金制度と厚生年金基金
 　制度を併用する形で採用している。
　　 その他の子会社においては、退職一時金制度若しくは中小企業退職金共済制度を採用している。
　　 なお、当社及び(株)ガイアートＴ・Ｋについては、従業員の退職に際して早期退職優遇制度を採用している。

 ２．退職給付債務に関する事項（平成18年3月31日）
 イ．退職給付債務 △ 29,249百万円
 ロ．年金資産 666百万円
 ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 28,582百万円
 ニ．会計基準変更時差異の未処理額 10,088百万円
 ホ．未認識数理計算上の差異 11,115百万円
 ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） 　　　　 △ 7,900百万円
 ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 15,279百万円
 チ．前払年金費用 － 
 リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 15,279百万円

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

 ３．退職給付費用に関する事項（平成17年4月1日～平成18年3月31日）
 イ．勤務費用 1,302百万円
 ロ．利息費用 593百万円
 ハ．期待運用収益 △ 16百万円
 ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 1,120百万円
 ホ．数理計算上の差異の費用処理額 2,453百万円
 ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △ 1,835百万円
 ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 3,618百万円

(注) 上記退職給付費用以外に割増退職金等を支払っており、特別損失として 2百万円を計上している。

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準法
 ロ．割引率 2.0％
 ハ．期待運用収益率 2.0％
 ニ．過去勤務債務の額の処理年数 5～9年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法による。）
 ホ．数理計算上の差異の処理年数

 ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 15年

 前連結会計年度
 １．採用している退職給付制度の概要
　　 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けている。
　　 子会社である(株)ガイアートＴ・Ｋについては、昭和63年4月1日より、退職金の一部について適格退職年金制度と厚生年金基金
 　制度を併用する形で採用している。
　　 その他の子会社においては、退職一時金制度若しくは中小企業退職金共済制度を採用している。
　　 なお、当社及び(株)ガイアートＴ・Ｋについては、従業員の退職に際して早期退職優遇制度を採用している。

 ２．退職給付債務に関する事項（平成17年3月31日）
 イ．退職給付債務 △ 29,720百万円
 ロ．年金資産 804百万円
 ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 28,915百万円
 ニ．会計基準変更時差異の未処理額 11,209百万円
 ホ．未認識数理計算上の差異 13,881百万円
 ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） 　　　　 △ 9,735百万円
 ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 13,560百万円
 チ．前払年金費用 － 
 リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 13,560百万円

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

5～9年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による
定額法により、翌連結会計年度から償却することとしている。）
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 ３．退職給付費用に関する事項（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
 イ．勤務費用 1,420百万円
 ロ．利息費用 627百万円
 ハ．期待運用収益 △ 25百万円
 ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 1,120百万円
 ホ．数理計算上の差異の費用処理額 2,434百万円
 ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △ 1,835百万円
 ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 3,742百万円

(注) 上記退職給付費用以外に割増退職金等を支払っており、特別損失として78百万円を計上している。

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
 イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準法
 ロ．割引率 2.0％
 ハ．期待運用収益率 2.0％
 ニ．過去勤務債務の額の処理年数 5～9年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法による。）
 ホ．数理計算上の差異の処理年数

 ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 15年

5～9年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による
定額法により、翌連結会計年度から償却することとしている。）
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